令和６年度
岡　山　市
における
商品である中古軽自動車等の
軽自動車税（種別割）
課税免除の手引き
（注意）
※これは、課税が「岡山市」のもの（＝車検証等の「使用の本拠地」欄に記載してある所在地が「岡山市」のもの）の手引きです。
　中古自動車販売業者（古物営業法第３条１項の規定により公安委員会の許可を受けているものに限る）が、前年４月２日以降に取得し、今年４月１日現在において商品として所有し、かつ、展示しているもので販売を目的としている中古軽自動車については、一定の要件を満たせば商品用軽自動車として軽自動車税（種別割）の課税免除を受けることができます。ただし、申請事項に虚偽の申請をした業者は、課税免除できません。　　　　
　　　　　　　　　　

岡山市財政局税務部課税管理課
（お問い合わせ先）
課 税 管 理 課　　　　諸税係　℡　０８６－８０３－１１６９
北区市税事務所　　　　管理係　℡　０８６－８０３－１１７５
中区市税事務所　　　　管理係　℡　０８６－９０１－１６０８
東区市税事務所　　　　管理係　℡　０８６－９４４－５０１０
南区市税事務所　　　　管理係　℡　０８６－９０２－３５１０
※　お問い合わせは提出する区の市税事務所へお願いします
１　対象車種
　　　①軽四輪車（営業用除く）
　　　②軽二輪車（１２５cc超～２５０cc以下のバイク）
　　　③軽三輪車
　　　④二輪の小型自動車（２５０cc超のバイク）
　　　⑤被牽引車
２　要件
次の（１）～（２）の要件をすべて満たしていること。
（１）中古車販売業者に対する要件
　　次の要件を満たしている中古自動車販売業者であること。
　　　①　古物営業法第３条第１項に定める古物商の許可を受けていること。
　　　②　申請時点で、市税及び市税延滞金に滞納がないこと。
（２）車輌に対する要件
　　次の①から⑤までの要件をすべて満たしていること。
　　　①　前年４月２日以降に取得し、今年４月１日現在において商品車として所有して　　　　　いること。
　　　②　下取り又は買い取られた中古軽自動車（新規検査及び取得後、申請年度４月１日までに継続検査を受けたものを除く。）であること。
　　　③　申請年度４月１日現在において、軽自動車の登録名義が、所有者・使用者とも、　　　　　課税免除申請をしようとする販売業者の名称と一致していること。
　　　④　在庫商品として古物台帳に記載し展示しているもので販売を目的としている　　　　　　ものであること。（修理中のもの、車輌置場、オークション会場などにあるものも含む。）
　　　⑤　軽自動車税（種別割）申告書（報告書）の所有形態が「商品車」で登録されていること。（二輪を除く）＊この規定は令和５年度課税分から適用しています。
· 次のような軽自動車等は課税免除の対象になりません。

　　　　　　　　　ア　貸付を目的とする車（リース車・レンタカー等）　
　　　　　　　　　イ　試乗車
　　　　　　　　　ウ　社用車　
　　　　　　　　　エ　代車用車輌
オ　所有者と使用者の異なる車
カ　営業用登録車

キ　前年度以前から申請年度まで、継続して申請名義人が納税義務者として課税台帳に登録されている車
３　申請
　　　①　受付期間・・・４月１日　～　４月１０日（休業日の場合は翌開庁日）
　　　②　受付場所・・・申請者の住所地（所在地）の各区市税事務所
（支所、地域センターでは受付できませんので御了承ください。）
　　　　※岡山市内の主たる営業所がある住所地（または所在地）の区市税事務所へ提出をしてください。
４　課税免除方法
課税免除の要件に該当する車輌の申請年度の軽自動車税（種別割）について、税額の全部を課税免除します。

５　提出書類
1 　軽自動車税（種別割）課税免除申請書
　　　　　　◆ホームページ（記事ID３５６０２で検索可能）
　　　　　　https://www.city.okayama.jp/kurashi/0000035602.html
◆岡山市各区市税事務所にて配布
　　　　②　「古物商許可証」の写し
◆古物許可証が有効であるかどうかを該当都道府県の公安委員会に照会・確
認をする場合があります。有効でない場合は、課税免除を受けられません。

　　　　③　「紙の自動車検査証（電子車検証は不可）」または「自動車検査証記録事項（電子車検証の内容が記載されているもの）」または「軽自動車届出済証（250cc以下のバイク）」の写し。いずれも４月１日現在のもの
　　　　④　古物台帳の写し（※に該当するものは受付できません）
· 取得時の走行距離がないもの
· 該当する車輌が確認できないもの（車両番号・車台番号は必須です）
◆申立書・・・登録の名義の所有者と使用者が減免申請をする中古自動車販売
業者の名称と一致していない場合に限り必要
６　現地調査　　必要に応じて、現地調査をする場合があります。
７　認定の取り消し
課税免除の認定を受けたものについて、課税免除の事項に該当しない事実が判明したときは課税免除の認定を取り消し、その旨『軽自動車税（種別割）課税免除（却下・認定取消）通知書（様式第２号）』にて申請者に通知します。
